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平成２９年度 一般会計決算見込について 
 

１ 総 括 

 

 

 

 

 

※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

○歳入総額、歳出総額ともに、昨年度に引き続き２年連続の減少。 
 
○歳入においては、個人県民税が増となったことなどにより、県税が過去４番目に高い税収となった

一方、一昨年度の国補正を活用した亜炭鉱跡防災対策事業費の皆減などにより国庫支出金が減少し

たことに加え、財政調整基金の取崩額の減により繰入金が減少。 
 

○歳出においては、社会保障関係経費が増となったことなどにより民生費が増加した一方、亜炭鉱跡

防災対策事業費の皆減により商工費が減少したことに加え、県債発行の抑制により公債費が減少。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 総 額   ８，０３６億円 （Ｈ28 ８，１１８億円） 

歳 出 総 額   ７，９２７億円 （Ｈ28 ７，９８６億円） 

実 質 収 支      ５１億円 （Ｈ28    ６２億円） 

 
＜主な指標等＞ 

○経常収支比率          ９４．０％（Ｈ28 ９４．２％） 

※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対し、人件費、扶助

費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費がどの程度の割合となっているかをみて、財政構造

の弾力性を判断する指標 

 

 

○県債発行残高の状況 

 Ｈ２９年度末現在高    １兆５，４３０億円（県民１人当たり７５１千円） 

（Ｈ２８年度末現在高    １兆５，２３３億円（県民１人当たり７３７千円）） 

 

うち臨時財政対策債 

Ｈ２９年度末現在高   ６，００４億円（県民１人当たり２９２千円） 

（Ｈ２８年度末現在高   ５，７８７億円（県民１人当たり２８０千円）） 

 

うち臨時財政対策債以外 

Ｈ２９年度末現在高   ９，４２６億円（県民１人当たり４５９千円） 

（Ｈ２８年度末現在高   ９，４４６億円（県民１人当たり４５７千円）） 

 

 

○積立基金の状況 

 Ｈ２９年度末現在高        ８４１億円（県民１人当たり ４１千円） 

（Ｈ２８年度末現在高        ８３７億円（県民１人当たり ４１千円）） 



   2 

２ 歳 入 
 

歳入総額は８，０３６億円で、前年度（８，１１８億円）に比べ、８２億円（１．０％）の

減となった。 

 

 

(1) 県 税 
・ ２，４０８億円で前年度（２，３９２億円）に比べ、１６億円（０．７％）の増となっ

た。 

・ これは、雇用・所得環境の改善や好調な株式市場の影響により個人県民税が増収となっ

たことなどによるものである。 

・ また、徴収率は前年度に比べ、０．２ポイント増の９８．０％となり、７年連続で前年

度を上回った。 

 

【増の主なもの】 

個人県民税 4.0％ 29億円（  724 →   753億円） 

地方消費税 0.7％ 3億円（  462 →   465億円） 

自動車取得税 31.2％ 9億円（   29 →    38億円） 

 

【減の主なもの】 

法人県民税 ▲  3.7％ ▲  3億円（   85 →    82億円） 

法人事業税 ▲  6.8％ ▲ 33億円（  491 →   458億円） 

 

 

(2) 地方消費税清算金 
・ ７１４億円で前年度（６８６億円）に比べ、２８億円（４．１％）の増となった。 

・ これは、地方消費税に連動して増収となったものである。 

 

 

(3) 地方譲与税 
・ ３２６億円で前年度（３１６億円）に比べ、１０億円（３．１％）の増となった。 

・ これは、全国ベースで企業収益が改善したことに伴い、地方法人特別譲与税が増収と

なったことによるものである。 

 

 

(4) 地方交付税 
・ １，７３７億円で前年度（１，７５５億円）に比べ、１８億円（１．０％）の減となっ

た。 

 

【減の主なもの】 

普通交付税 ▲  1.1％ ▲ 18億円（1,729 → 1,711億円） 

 



   3 

(5) 国庫支出金  
・ ８６２億円で前年度（９０４億円）に比べ、４２億円（４．７％）の減となった。 

・ これは、国の補正予算に伴う交付金などが減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災対策事業費補助金 

  皆減 ▲ 68億円（   68 →     0億円） 

道路橋りょう費補助金 ▲ 22.5％ ▲ 26億円（  112 →    86億円） 

道路災害防除施設費（国補正分）（繰越） 

  ▲ 65.4％ ▲ 11億円（   17 →     6億円） 

 

【増の主なもの】 

国民健康保険財政安定化基金積立金 376.7％ 25億円（    6 →    31億円） 

合板・製材生産性強化対策事業費（繰越） 

  3,381.9％ 10.1億円（  0.3 →  10.4億円） 

地方創生拠点整備交付金（繰越） 皆増 8億円（    0 →     8億円） 

医療介護提供体制改革推進交付金（介護分） 

  110.0％ 5億円（    5 →    10億円） 

 

 

(6) 繰 入 金 
・ １２１億円で前年度（１５１億円）に比べ、３０億円（１９．５％）の減となった。 

・ これは、財政調整基金の取り崩しが減額したことなどによるものである。 

 

【基金繰入金の主なもの】 

財政調整基金 ▲ 37.0％ ▲ 26億円（   69 →    43億円） 

県有施設整備基金 皆減 ▲  8億円（    8 →     0億円） 

後期高齢者医療財政安定化基金 皆減 ▲  6億円（    6 →     0億円） 

緊急雇用創出事業臨時特例基金 皆減 ▲  5億円（    5 →     0億円） 

医療施設耐震化臨時特例基金 ▲ 93.8％ ▲4.6億円（  4.9 →   0.3億円） 

県債管理基金 207.7％ 24億円（   11 →    35億円） 

 

 

(7) 県 債 
・ １，１７３億円で前年度（１，１８８億円）に比べ、１５億円（１．３％）の減となっ

た。 

・ これは、退職手当債などが減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

退職手当債 皆減 ▲ 57億円（   57 →     0億円） 

公共事業等債 ▲  5.3％ ▲ 20億円（  381 →   361億円） 

教育・福祉施設等整備事業債 ▲ 33.4％ ▲  6億円（   17 →    11億円） 

 

【増の主なもの】 

減収補てん債 208.8％ 38億円（   19 →    57億円） 

臨時財政対策債 6.8％ 29億円（  415 →   444億円） 
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３ 歳 出 
 

歳出総額は７，９２７億円で、前年度（７，９８６億円）に比べ、５９億円（０．７％）の

減となった。 

 

 

(1) 民 生 費 
・ １，１４７億円で前年度（１，０９７億円）に比べ、５０億円（４．５％）の増となっ

た。 

・ これは、新福祉友愛プール整備事業費などが減となった一方、国民健康保険財政安定化

基金積立金などが増となったことによるものである。 

 

【増の主なもの】 

国民健康保険財政安定化基金積立金 376.5％ 25億円（    6 →    31億円） 

介護保険事業県負担金 5.5％ 12億円（  227 →   239億円） 

地域医療介護総合確保基金積立金（介護分）  

  110.0％ 8億円（    7 →    15億円） 

後期高齢者医療費助成費 4.1％ 7億円（  183 →   190億円） 

施設型給付費・地域型保育給付費 14.9％ 4億円（   31 →    35億円） 

 

【減の主なもの】 

新福祉友愛プール整備事業費 皆減 ▲ 12億円（   12 →     0億円） 

 

 

(2) 衛 生 費 
・ ２２０億円で前年度（２３５億円）に比べ、１５億円（６．４％）の減となった。 

・ これは、医療施設耐震化施設整備事業費補助金などが減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

医療施設耐震化施設整備事業費補助金 皆減 ▲  5億円（    5 →     0億円） 

地域医療介護総合確保基金積立金（医療分） 

  ▲ 31.9％ ▲  4億円（   13 →     9億円） 

生活基盤施設耐震化等交付金事業補助金  

  ▲ 28.0％ ▲  3億円（   13 →    10億円） 

地方独立行政法人運営費負担金 ▲  6.7％ ▲  3億円（   48 →    45億円） 

 

【増の主なもの】 

スプリンクラー等整備費補助金 155.3％ 2億円（    1 →     3億円） 
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(3) 農林水産業費 
・ ４５２億円で前年度（４３５億円）に比べ、１７億円（３．８％）の増となった。 

・ これは、中央家畜保健衛生所整備事業費などが減となった一方、前年度から繰越された

事業などが増となったことによるものである。 

 

【増の主なもの】 

県営中山間地域総合整備事業費（繰越） 108.8％ 11億円（   10 →    21億円） 

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業費補助金（繰越）  

  3,370.4％ 8.2億円（  0.2 →   8.4億円） 

県営かんがい排水事業費（繰越） 90.5％ 8億円（    9 →    17億円） 

魚苗センター種苗生産能力増強事業費 337.7％ 7億円（  2 →   9億円） 

中山間農業研究所中津川支所移転事業費 147.1％ 6億円（    4 →    10億円） 

 

【減の主なもの】 

中央家畜保健衛生所整備事業費 ▲ 92.4％ ▲ 15億円（   16 →     1億円） 

野菜産地強化特別対策条件整備事業費 ▲ 87.1％ ▲ 11億円（   13 →     2億円） 

 

 

(4) 商 工 費 
・ ３８５億円で前年度（４６２億円）に比べ、７７億円（１６．６％）の減となった。 

・ これは、南海トラフ巨大地震亜炭鉱防災対策事業費の皆減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災対策事業費  

  皆減 ▲ 76億円（   76 →     0億円） 

中小企業制度融資貸付金 ▲  5.6％ ▲ 15億円（  258 →   243億円） 

 

【増の主なもの】 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館リニューアル整備事業費  

  97.6％ 10億円（   10 →    20億円） 

 

 

(5) 土 木 費 
・ ９０４億円で前年度（９１１億円）に比べ、７億円（０．７％）の減となった。 

・ これは、投資的経費の事業量が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

道路橋りょう改築費 ▲ 19.5％ ▲ 39億円（  199 →   160億円） 

 

【増の主なもの】 

都市公園費 42.9％ 13億円（   31 →    44億円） 

ダム建設費 125.4％ 12億円（   10 →    22億円） 

道路橋りょう維持費 6.8％ 10億円（  138 →   148億円） 
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(6) 教 育 費 
・ １，７９８億円で前年度（１，８５９億円）に比べ、６１億円（３．３％）の減となっ

た。 

・ これは、岐阜清流高等特別支援学校の整備事業の皆減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

岐阜清流高等特別支援学校整備事業費 皆減 ▲ 15億円（   15 →     0億円） 

退職手当（教育） ▲  7.0％ ▲ 11億円（  157 →   146億円） 

学校建設費（単独） ▲ 21.1％ ▲  5億円（   24 →    19億円） 

中学校教職員給与費 ▲  1.2％ ▲  4億円（  349 →   345億円） 

教育用パソコン整備費 皆減 ▲  3億円（   3 →     0億円） 

総合教育センター庁舎空調設備等改修費 皆減 ▲  3億円（   3 →     0億円） 

 

 

(7) 災害復旧費 
・ ２２億円で前年度（２４億円）に比べ、２億円（８．９％）の減となった。 

・ これは、過去に発生した災害の復旧経費が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

道路橋りょう災害復旧費 ▲ 31.8％ ▲  3億円（   10 →     7億円） 

 

【増の主なもの】 

直轄災害復旧事業負担金 皆増 0.8億円（    0 →   0.8億円） 

 

 

(8) 公 債 費 
・ １，１２６億円で前年度（１，１４７億円）に比べ、２１億円（１．９％）の減となっ

た。 

・ これは、県債発行を抑制してきたことによるものである。 

 

 

(9) 諸 支 出 金 
・ ９０５億円で前年度（８５６億円）に比べ、４９億円（５．７％）の増となった。 

・ これは、地方消費税の増収に連動した地方消費税の市町村交付金及び清算金の増などに

よるものである。 

 

【増の主なもの】 

地方消費税市町村交付金 4.1％ 14億円（  346 →   360億円） 

地方消費税清算金 2.7％ 12億円（  442 →   454億円） 

株式等譲渡所得割市町村交付金 219.5％ 11億円（    5 →    16億円） 

自動車取得税市町村交付金 33.9％ 6億円（   19 →    25億円） 

 


